
【課題】 

○ 力強い農林水産業に向け、産出額の増大や生産コストの縮減による所得の向上と、

６次産業化等を通じた農村漁村地域の関連所得の向上が重要 
 

○ 農林水産業を担う人材の育成・確保と農山漁村の活性化 
 

○ 近年頻発する大規模自然災害や家畜伝染病、新型コロナウイルス感染症など、    

農林水産業の持続性を脅かすリスクへの対応 

 

～ 「新たな食料・農業・農村基本計画」(R2), 「みどりの食料システム戦略」(R3) 等～ 

○ スマート農林水産業の現場実装の加速化 

○ 中小・家族経営など多様な経営体の生産基盤の強化を通じた農業経営の底上げ 

○ 農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（輸出重点品目２７品目の決定） 

○ ＳＤＧｓに貢献する環境に配慮した生産活動の推進 

○ 水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化 

 
 

◆  計画期間 

  令和４年度から令和７年度（４年間） 
 

◆ 目 標 

  力強く、未来につなぐ 千葉の農林水産業 

 
   
◆ 構 成 

 生産基盤の強化に加え、担い手の育成・確保について重点的に取り組む 

 頻発する災害や家畜伝染病等への危機管理の対応を強化する 

 産出額の向上に向け、園芸、農産、畜産、水産、森林・林業の各部門の振興に    

ついて、重点的に取り組む施策をまとめ、戦略として打ち出す 
 
◆ 計画の推進 

計画の策定にあたり関係団体や有識者などと意見交換を行い、県農林水産行政が 

目指す姿を明確にし、県農林水産関係者と一丸となって取り組む計画とする 

次 期 「 千 葉 県 農 林 水 産 業 振 興 計 画 」 の 策 定 に つ い て  令和３年１１月１２日 

農 林 水 産 部 

 

【目標】力強い農林水産業の実現・農山漁村の活性化 

以下の指標を数値目標とし、農林漁業者の所得向上を図る 

○ 農業産出額  全国第２位  4,500億円 （R元：第４位  3,859億円） 

○ 漁港水揚金額 全国第３位    560億円 （H 30：第６位    537億円） 

○ ６次産業化の販売金額       830億円 （R元：第８位   750億円） 

現 計画（平成 30年度～令和 3年度） 

【取組状況】 

（億円） 

 課 題 

 国の動向 

 次期計画策定のポイント 

 部門 指標項目 計画策定時 実績(Ｒ１) 目標(Ｒ３) 進捗  

 

販売力 

の強化 

野菜等の産地間連携に取り組む農協数(延べ) 30組合 49組合 60組合 ○  

 県産農林水産物の輸出額 200億円 111億円 225億円 ×  

 輸出に取り組む生産団体等の数 62団体 92団体 78団体 ◎  

 
力強い 

産地 

づくり 

園芸産出額 1,999億円 1,593億円 2,400億円 ×  

 畜産産出額 1,128億円 1,248億円 1,200億円 ◎  

 高度衛生管理型市場における平均魚価 400円/kg 583円/kg 432円/kg ◎  

 

成長力 

の強化 

新規就農者数 391人/年 317人/年 450人/年 ×  

 農地所有適格法人数（累計） 423法人 557法人 570法人 ○  

 新品種育成や新系統の選抜 3件 3件 7件 ×  

 
農山漁村 

の 

活性化 

農用地区域内の荒廃農地の解消面積（累計） － 399ha 975ha △  

 有害鳥獣による農作物被害減 465百万円/年 407百万円/年 減少 ◎  

 企業や団体等による森林整備面積（累計） 305ha 363ha 340ha ◎  
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〔各県の農業産出額の推移〕 

←目標値  

 

 
房総半島台風の影響により 

産出額が大幅に低下 

平成 令和元年 

概ね 10年後の数値目標※を定め、農林漁業者の所得向上を図る 

  ※農業産出額、県内漁港水揚金額、農業・漁業生産関連事業の年間販売金額 等 
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次期振興計画の基本施策

１．次世代を担う人材の育成・確保

２．農林水産業の成長力の強化

３．市場動向を捉えた販売力の強化

◆加工・業務用需要の拡大などの市場動向を捉えた生産・流通体制の整備を推進

◆地産地消、グリーン・ブルーツーリズムの推進による県内需要の創出・拡大

◆新生成田市場を活用した輸出促進や戦略的プロモーションによる海外需要の創出・拡大

４．地域の特色を生かした農山漁村の活性化

◆交流人口の拡大により農山漁村の将来を担う多様な人材の定着を促進

◆房総半島の豊かな海と漁業・漁村が有する歴史と文化を活用した海辺の活性化

○農山漁村における交流人口の拡大
グリーン・ブルーツーリズムの推進による移住・定住につながる都市部との交流を促進

○農山漁村の多面的機能の維持
農村環境を保全する地域の共同活動への支援、市町村との連携による集落を支える多様な住民の確保

○地域資源を活用した所得の確保
地域の特性を生かした経営モデルの提案、房総ジビエや６次産業化などの取組を支援

○有害鳥獣対策
捕獲、防護、生息環境管理の総合的な対策、市町村における「鳥獣被害対策実施隊」の機能強化

○都市農業の振興

都市農地の有効な活用及び適切な保全、住民に対する都市農業の理解醸成

○海・漁業を生かした海辺・水辺の活性化
海・河川湖沼の豊かな恵みや歴史、文化等の地域資源の活用など水産業・漁業の有する
多面的機能の発揮

５．災害等への危機管理強化

◆経営リスクに備え、収入保険等の加入促進や家畜防疫体制の強化

◆排水施設や漁港施設等の計画的な整備と人的被害の防止に向けたソフト・ハード対策の推進

◆インフラ施設周辺の倒木被害の未然防止につながる森林整備を支援

○災害に備える経営の取組の推進
収入保険等の加入促進や農業用施設の補強対策等で災害等による農業経営へのリスクを軽減

○農業生産基盤の防災・減災対策
排水施設の機能強化、ため池の人的被害防止に向けたハザードマップ作成と防災工事、流域治水の取組推進

○災害に強い森林づくり
インフラ施設周辺の倒木被害の未然防止、災害に強い健全な森林づくりの推進

○漁港・漁村の防災・減災対策
漁港施設の耐震耐津波・波浪対策を推進

○家畜伝染病に対する防疫体制の強化
埋却地等の確保を含む飼養衛生管理基準の遵守徹底及び監視体制の強化、発生時の迅速な防疫対応

○植物防疫対策の推進
特に、本県未発生の病害虫等の侵入に対し、定着・拡大防止対策の徹底

○災害等からの復旧 ○新型コロナウイルス感染症への対応 ○危機管理体制の強化

○需要を捉えた販売の促進
加工・業務用需要に対応した流通体制の整備、生産から販売までの連携による水産バリューチェーンの構築

○地域資源を活用した需要の創出・拡大
グリーン・ブルーツーリズムの推進や新しい千葉の食文化の提案等による県内需要の創出・拡大

○新たな販路開拓に向けた輸出促進
ワンストップ輸出拠点機能を備えた成田市場を通じた輸出促進、千葉の強みを生かした品目の海外展開

○担い手の農業経営力の強化
[千葉県農業を牽引する経営体の育成]
農業経営の法人化の推進、雇用を含めた労働力の安定確保に向けた支援、農福連携の推進
[地域農業を支える経営体の育成]
集落営農組織等の育成、小規模農家への支援

○農業を支える新たな人材の確保や企業参入の促進
地域での新規就農者サポート体制の整備、企業参入の促進、農業教育・研修の充実、
副業人材を含めた就農促進

○森林・林業を支える多様な人材の確保・育成
林業事業体の育成、雇用環境改善による就業者の定着促進、地域住民等による里山活動支援

○水産業を支える漁業経営力の向上と新たな担い手の確保・定着
地域の実情に応じた「就業モデル」づくりに向けた海士グループや船団等による後継者育成の取組を支援

○スマート農林水産業の加速化
[農業]新技術の現地実証や開発・実用化により、経営規模や地域の実情に合った技術導入を促進
[森林]森林クラウドなどICTを活用した効率的な森林整備の推進
[水産]民間企業等と漁業者との橋渡しを行い水産現場への新技術の実装を加速化

○生産基盤の強化・充実
[農業]生産性を高める大区画化と畑作物等の導入に向けた水田の汎用化の推進、農業水利施設等の

計画的な補修・更新、市場動向に対応できる産地の生産・流通体制の整備
[水産]大型漁船等や高度な衛生管理に対応した流通拠点漁港（銚子、勝浦）の整備により、

漁港・流通機能を強化

○農地利用の最適化
地域の話し合いに基づく農地の集積・集約化を推進

○水産資源の管理と維持増大
新漁業法に基づく漁獲可能量を基本に漁業者の自主的取組を組み合わせた資源管理を推進

○食の安全確保と消費者の信頼確保
食品表示の適正化の推進、衛生管理対策の推進

○環境に配慮した農林水産業の推進

[農業]化学肥料・化学農薬の低減、炭素貯留の推進
[森林]森林環境譲与税を活用した都市部と森林地域の市町村の連携による森林整備の取組支援
[水産]環境変動に適応・緩和する漁業の推進（ノリ食害対策・藻場の保全対策など）

○試験研究の強化

県のオリジナル品種等の育成、環境負荷軽減や脱炭素など持続可能な生産技術の開発、
気候変動・環境変動に対応する技術の開発、水産資源管理の強化に対応する技術の開発、
効率的・戦略的な試験研究体制の構築

◆農業所得の向上・雇用創出に向けて、販売額3,000万円以上の経営体を育成

◆地域農業を支える集落営農組織や小規模農家の営農継続を支援

◆地域漁業の実情に応じた「就業モデル」の構築による新たな担い手の確保・定着

◆作業の省力化や生産性の向上につながる「スマート農林水産業」を加速化

◆農地利用の最適化と高収益作物等の栽培に向けた水田の汎用化の推進

◆森林経営計画制度や森林経営管理制度を活用した集約化による森林整備を推進

◆新技術の活用や基盤整備により水産資源の持続的な利用と水産業の成長産業化を両立

強化

強化
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水田農業

部門別戦略のポイント〔 園芸 ： 農産 〕

園芸部門 農産部門

≪目指す姿≫

・需要に応じた米生産による経営の安定化
・意欲ある経営体が効率的な営農で地域を担う
・食料を安定的に供給する優良な水田を維持

≪取組の指標≫

野 菜

≪目指す姿≫

生産基盤の強化による力強い産地づくりと

市場での確固たる地位の堅持

花植木果 樹

≪目指す姿≫

園地の若返りや省力化を進め、
安定的・効率的な生産を実現

≪取組の指標≫

日本なし産出額

≪目指す姿≫

高品質な花植木を安定生産し、
市場動向を捉えた計画出荷で産出額を向上

≪重点的な取組≫

〔経営体に向けた支援〕

・規模に応じた機械・施設やスマート農業技術の導入を支援

・法人化の促進や円滑な経営継承に向けた取組を支援

・主食用米から飼料用米・高収益作物等への転換の促進

・経営所得安定対策の活用や収入保険制度の加入促進

〔全体の課題解決に向けた支援〕

・地域の話し合いに基づき農地集積・集約化を推進

・地域の実情に応じた生産基盤の整備と、

農業水利施設の計画的な長寿命化対策の実施

・新品種 「粒すけ」等の県産米の認知度向上による需要拡大

・優良種子の安定供給

≪重点的な取組≫

〔生産力の向上〕

・各産地の果樹産地構造改革計画に

基づく計画的な改植の推進

〔災害からの復興〕

・気象災害対策と産地の復興

〔販売力の強化〕

・新品種「秋満月」等の県産なしのPR

・通信販売や契約取引など

多様な販路の確保への支援

地域の現状や将来像に対応した支援で
水田農業の持続的な発展を目指す

なし：老木化対策がカギ
びわ：被災からの着実な復興

≪重点的な取組≫

〔千葉県の強みを伸ばす〕

・需要拡大が見込まれ、産地間連携の強化で

産出額の増加が期待できる品目を集中的支援

〔成長力の強化〕

・スマート農業技術の導入、水田の有効活用、

畑地かんがいや遊休ハウスの活用

〔販売力の強化 〕

・集出荷貯蔵施設の再編整備

・業務加工野菜等のB to B（契約取引）の推進

〔災害に負けない強い産地づくり〕

・産地ごとの事業継続計画の策定支援

・ハウス等の施設の補強対策

230億円

（現状 182億円）

150億円

（現状 124億円）

160億円

（現状 136億円）

【強化品目の取組のポイント】

210億円

（現状 197億円）

経営規模の拡大や水田の有効活用、
新規就農者等確保と定着促進

収穫機や洗浄機等の
省力化機械の導入促進と
畑地かんがい施設の活用促進

定植機・収穫機等の省力化機械や
定温貯蔵庫の導入促進と
品目転換による新産地の育成

低コスト耐候性ハウスの新規導入と
ｽﾏｰﾄ農業による収量・品質向上

〔現状〕

1,228億円

〔令和7年〕

1,350億円

≪取組の指標≫

主要10品目の
産出額

〔現状〕

141億円

〔令和7年〕

145億円
≪取組の指標≫

花植木産出額
〔令和7年〕

274億円
〔現状〕

245億円

50ha以上の
稲作生産集団組織数

担い手の
利用面積の割合

〔令和7年〕

50組織
〔現状〕

36組織

〔現状〕

26.9%51%

強化品目の支援による産出額向上

ねぎ〈１位〉

さつまいも〈２位〉

にんじん〈２位〉

トマト〈５位〉

落花生

≪目指す姿≫

機械化による生産性向上と担い手の規模拡大

≪取組の指標≫

落花生作付面積
〔現状〕

4,980ha

〔令和7年〕

5,000ha

≪重点的な取組≫

・研究機関やメーカーと連携した機械開発・改良の推進

・輪作作物としての導入やゆで豆用生落花生の普及拡大

・消費拡大に向けたPRの実施

スマート農業で超省力化と
高度な栽培管理を目指す

≪重点的な取組≫
〔生産力の向上〕
・施設の整備やスマート農業技術の導入支援
・花き生産者のネットワーク化を支援

〔販売力の強化〕
・出荷情報の発信や予冷庫等の整備により
計画出荷の体制づくりを支援
・植木の輸出販路開拓や
国内需要への対応
・若い世代への花育の推進により、
県産花きの需要を拡大

※ 〈 〉書きは令和元年度の全国順位

産出額は日本なし：全国１位
ビ ワ ：全国２位

省力樹形なしジョイント仕立て

需要拡大のための
植木見本園

機械化体系の確立による省力化の推進

マルチを張りながら
種子を播種する機械
（シーダーマルチャー）
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≪目指す姿≫

・北総地域：新しい生産体系を導入し、 規模拡大と省力化を実現
・県南地域：１頭当たりの生産性向上と６次産業化で収益性の高い経営を実現

部門別戦略のポイント〔 畜産 ： 森林・林業 ： 水産 〕

畜産部門 ≪取組の指標≫

酪 農

≪重点的な取組≫

・施設整備や搾乳ロボット等のスマート機器の導入を推進

・受精卵移植による高能力乳用牛・和牛の生産推進

・地域産業・観光業との融合による牛乳・乳製品の高付加価値化

≪目指す姿≫

・規模拡大と効率的な飼養管理により安定した経営を実現

肉用牛

≪重点的な取組≫

・繁殖和牛の増頭と肥育・繁殖一貫経営への移行を促進

・発情発見システムや分娩監視装置等の導入を推進

≪目指す姿≫
・生産環境を確保し、安定した経営を実現

養豚・養鶏

生産コストの低減が不可欠

経営規模に関わらず収益性を向上

森林・林業部門

≪目指す姿≫

・適切な森林整備の推進により

災害に強い森林づくりが進展

・県産木材が多方面で活用され、

森林資源の循環利用のサイクルが定着

≪取組の指標≫

森林整備面積

森林整備による
木材の生産量

≪重点的な取組≫

〔災害に強い森林づくり〕

・房総半島台風等の被害森林の復旧

・海岸保安林の再生・整備

・林地開発行為の適正化

〔計画的な木材生産と人材育成〕

・高性能林業機械の活用促進

〔県産木材の利用促進〕

・内装木質化やサプライチェーン

構築の取組を支援

〔適切な森林整備の推進〕

・森林の集約化の推進

・森林管理の主体となる市町村への支援

・間伐や病害虫対策の推進

水産部門

〔令和7年〕

検討中

〔現状〕

17,934㎥/年
検討中

〔現状〕

662ha/年

畜産産出額
〔令和7年〕

1,300億円
〔現状〕

1,248億円

計画的な木材生産と
人材育成

県産木材の利用促進

適切な森林整備の
推進

森林資源の循環利用（イメージ）

伐る・

加工する・使う

病害虫や災害に強い
健全な森林づくり

森林資源の平準化

運ぶ

森林資源の循環利用

新たな造林地

県産木材を多用した
農林総研

ハーベスタによる伐倒作業

日本酪農発祥の地

≪目指す姿≫
≪取組の指標≫

県内漁港水揚金額
〔令和7年〕

580億円

〔内水面漁業の主な取組〕
○シラスウナギなどの漁業振興、アユの遊漁振興、ホンモロコの養殖業振興など
内水面漁業を活用した地域の振興、内水面の有する多面的機能の発揮

・水産資源の適切な管理

・水産業の成長産業化

国の水産振興の方向
（水産政策の改革[H30]）

１ 水産新技術を活用した
（1）水産資源の持続的な利用
（2）水産業の成長産業化

２ 地域資源を活用した
（3）漁業・漁村の活性化を

支える取組

国の政策を踏まえた県の取組

・水産資源の持続的な
利用

・漁業所得の向上
・年齢バランスの
とれた漁業就業構造

次世代の水産業の実現

≪重点的な取組≫

〔海面漁業の主な取組〕
（１）水産資源の持続的な利用
・資源評価の高度化と適切な資源管理措置の実施
（２）水産業の成長産業化
・スマート水産業や浜活プランの推進による漁業・養殖業の生産性向上
・環境変動への対応強化による東京湾漁業の振興
・流通拠点漁港での大型漁船対応の岸壁や高度衛生管理型市場の整備
・マーケットインの発想で水産物の需要拡大
（３）漁業・漁村の活性化を支える取組
・船団等で後継者を育成する就業モデルの構築
・藻場・干潟等の保全や食文化・芸術等、水産業の多面的機能の発揮の促進

〔現状〕

537億円

≪重点的な取組≫
・全ての畜産経営体に埋却地等の確保を含む飼養衛生管理基準の
遵守指導を実施
・大規模農場や連続的な発生に備え、防疫資材・機材の備蓄を強化
・施設整備や省力化機械の導入を推進

鳥インフルエンザや豚熱のリスクを低減


